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厚生労働省
障害保健福祉部精神・障害保健課

厚生労働省の依存症対策について



○治療や相談、生活支援に
係る地域の指導者を養成

○回復施設職員への研修

○情報収集、分析、発信

○普及啓発

○依存症に関する調査研究

依存症対策の全体像
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地域支援ネットワークの構築
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＊依存症の相談拠点
（精神保健福祉センター等）
○依存症相談員の配置、窓口の普及啓発
○関係機関との連携

○家族支援、治療回復プログラムの実施

自助グループ等民間団体（地域）

相
談
体
制

全国拠点機関
（独立行政法人国立病院機
構久里浜医療センター・
国立研究開発法人 国立
精神・神経医療研究セン
ター）

依存症の正しい理解の普及啓発

自助グループ等民間団体
（全国規模） 相談支援・普及啓発等相談支援・普及啓発等

相談支援・家族支援、
普及啓発等

補助補助

設置

早期発見

選定

＊依存症の専門医療機関・治療拠点機関
○依存症に係る研修を修了した医師の配置

○治療プログラムの実施
○関係機関との連携

○地域の医療機関等への研修や情報発信(拠点)

医
療
体
制

○依存症対策（アルコール・薬物・ギャンブル等）については、各地域における支援ネットワーク構築、全国拠点機関による人材育成・
情報発信や、依存症の正しい理解の普及啓発などを総合的に推進。



【事業の概要】
（１）地域支援体制の構築

・医療提供体制、相談支援体制、地域支援計画
（２）地域の関係機関による連携会議
（３）相談支援
（４）人材養成

・相談対応職員、医療従事者、 地域生活支援者への研修
（５）普及啓発・情報提供
（６）依存症の治療・回復支援

・SMARPP をはじめとした集団治療回復プログラムの実施
（７）家族支援
（８）受診後の患者支援に係るモデル事業
（９）地域連携等による依存症早期発見・早期対応、継続支援モデル事業

依存症対策総合支援事業（実施主体：都道府県・指定都市）

【趣旨】
都道府県及び指定都市において、関係機関（医療機関や精神保健福祉センター、保健所、市町村、民間団体・
回復施設、保護観察所等）が相互に有効かつ緊密に連携し、その責任、機能又は役割に応じた包括的な支援を
提供することで、依存症患者やその家族等の地域におけるニーズに総合的に対応することを目的とする。



１.地域における相談体制・医療体制の構築

・ 都道府県・指定都市において、相談拠点・専門医療機関を整備・ 都道府県・指定都市において、相談拠点・専門医療機関を整備

薬物依存症対策の取組について
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２.薬物依存症関連の人材育成

【全国拠点機関（国立精神・神経医療研究センター）】
・ 治療・相談対応指導者の養成研修、ダルク等回復施設職員向け研修等を実施
【都道府県・指定都市】
・ 上記の指導者研修の修了者等を活用し、医療従事者・相談員向け研修等を実施

【全国拠点機関（国立精神・神経医療研究センター）】
・ 治療・相談対応指導者の養成研修、ダルク等回復施設職員向け研修等を実施
【都道府県・指定都市】
・ 上記の指導者研修の修了者等を活用し、医療従事者・相談員向け研修等を実施

令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末

相談拠点 ４６自治体 ６２自治体 ６６自治体

専門医療機関 ３９自治体 ４９自治体 ５２自治体



16,583 

15,309 

17,573 

16,349 
16,790 

18,573 
17,728 

4,426 

3,254 
3,938 

3,152 
3,100 

3,621 
3,351 

1,025 1,216 1,148 1,473 1,577 
2,350 1,822 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

3,770 4,073 4,204 

3,956 
4,438 

4,014 3,625 

6,622

4,594 4,697 4,207

5,701
5,905

5,711

2,273 2,453 
2,689 

3,370 

5,520 
5,987 

6,413 

0

5,000

10,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

保健所 精神保健福祉センター

（出典：保健所 地域保健・健康増進事業報告、精神保健福祉センター 衛生行政報告例）

（件）

（件）

（年度）

4

保健所及び精神保健福祉センターにおける相談件数

アルコール

薬物

ギャンブル等



近年の依存症患者数の推移

出典：厚生労働行政推進調査事業費補助金（障害者政策総合研究事業）「持続可能で良質かつ適切な精神医療とモニタリン
グ体制の確保に関する研究」

※１）精神科を受診した者の数

※２）レセプト情報・特定健診等情報データベース（NDB）を基に算出しているため、保険診療の患者に限られ、生活保護受給者等は含まれない。

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

アルコール

依存症

外来患者数

（入院患者数）

88,822

（29,649）

91,340

（29,205）

96,568

（29,555）
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(28,998)

薬物依存症
外来患者数

（入院患者数）

11,208 

（3,159）
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（3,143）
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ギャンブル等

依存症

外来患者数

（入院患者数）

1,821 

（269）
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（362）

3,527

(384)
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依存症対策ポータルサイト内
相談窓口・医療機関検索マップ
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【2021年度】依存症専門医療機関における新規受診患者数

【2021年度】依存症専門医療機関における入院患者数

依存症対策全国センター 集計
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○薬物依存症に対する、標準化された集団認知行動療法プログラム

＊ 認知行動療法とは、物事の受け取り方や考え方のバランスをとり、ストレス等にうまく対応できるようにする精神療法。
＊ せりがや病院（現神奈川県立医療センター）にて開発され、平成18年より運用されている。

（方法）
・あらかじめ定められたワークブックや他の参加者との意見交換を通じ、薬物等に対する
誤った知識や考えを改めたり、薬物等の使用に替わるストレス克服等の手段を見つけ
ることを支援する。
・１０－２０人の集団に対し、１回９０分程度のプログラムを週１回行う。（１クール１６回又は２４回)

薬物依存症の患者に対し、標準化された方法で実施する集団療法の評価をする。
依存症集団療法 ３４０点（１回につき）
[算定要件]
医師又は医師の指示を受けた看護師・作業療法士・精神保健福祉士若しくは公認心理師で構成される
2人以上の従事者が認知行動療法の手法を用いて、薬物の使用を患者自らコントロールする手法等の

習得を図るための指導を行った場合に算定する。

（注：薬物依存症の患者であって、入院中の患者以外のものに対して、集団療法を実施した場合に、治療開始日から起算して６
月を限度として、週１回に限り算定する。ただし、精神科の医師が特に必要性を認め、治療開始日から起算して６月を超えて実
施した場合には、治療開始日から起算して２年を限度として、更に週１回かつ計24回に限り算定できる。）

診療報酬による評価（H28年度～）

SMARPP（せりがやメタンフェタミン再乱用防止プログラム）

３.治療回復プログラムの普及、診療報酬での評価
・ 精神保健福祉センター等において、SMARPP（薬物依存症者に対する、標準化された集団認知行動療法
プログラム）等の集団治療回復プログラムの普及・実践

・ 医療機関において適正に実施された薬物依存症集団療法の診療報酬上の評価

・ 精神保健福祉センター等において、SMARPP（薬物依存症者に対する、標準化された集団認知行動療法
プログラム）等の集団治療回復プログラムの普及・実践

・ 医療機関において適正に実施された薬物依存症集団療法の診療報酬上の評価
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５.自助グループ等民間団体への支援
・地域や全国規模で薬物依存症の問題に取り組む民間団体の活動を支援・地域や全国規模で薬物依存症の問題に取り組む民間団体の活動を支援

４.依存症患者の家族支援

・ 精神保健福祉センター等において、家族に対する心理教育プログラムや家族会等を実施・ 精神保健福祉センター等において、家族に対する心理教育プログラムや家族会等を実施

全国規模で活動する民間団体

支援

依存症民間団体支援事業

○全国規模で依存症問題に取り組む民間団体
への支援（国の補助10/10）

○支援例
・必要な人材を養成するための研修
・依存症に関する普及啓発等の活動 等

依存症問題に取り組む民間団体支援

○地域で依存症問題に取り組む民間団体への支援
（自治体から団体への支援（うち国が1/2補助））

○補助対象例
（１）ミーティング活動

依存症者やその家族が悩みを共有することや情報交換ができる
交流活動

（２）情報提供
依存症を抱える者やその家族の問題解決に資する情報提供。

（３）普及啓発活動
依存症に関する普及啓発活動

（４）相談活動
依存症に関する問題の相談を受ける活動。

地域で活動する民間団体

支援

依存症に関する問題に取り組む民間団体支援事業
（地域生活支援事業のメニューの１つ）
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①特設WEBサイト、ＳＮＳを活用した情報発信

◆特設WEBサイト(https://www.izonsho.mhlw.go.jp/index.html）を開設し、イベント開催、マンガ、
動画等により依存症に関する正しい知識を啓発。

Twitter：依存症なび(https://twitter.com/izonshonavi）

■依存症啓発漫画
漫画家の三森みささん、菊池真理子さん作の、依存症をテーマにした啓発内容の漫画を掲載しています。

○ アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存症は、適切な治療とその後の支援によって、回復可能な疾患。
○ その一方で、依存症に関する正しい知識と理解が得られていない上、依存症への偏見、差別もあり、
依存症の方やその家族が適切な治療や支援に結びついていないという課題がある。
○ こうした課題の解決に向けての取組として、イベントやSNSをはじめとする各種媒体で情報発信を進める。

６.依存症に関する普及啓発
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②依存症の理解を深めるための普及啓発イベント

２０１９年度 街頭イベント・会場ライブ（宮城県、東京都、福岡県）
出演者：依存症理解啓発サポーター 古坂大魔王（芸人）

神宿（原宿発アイドル）、高知東生（俳優）、森重樹一（ZIGGY）、杉田あきひろ（第９代目うたのおにいさん）
松本俊彦（ＮＣＮＰ)、田中紀子（公社ギャンブル依存症問題を考える会）他

２０２０年度 ラジオ（FM北海道／FM石川／Kiss FM KOBE）、テレビ（BS朝日）
出演者：依存症理解啓発サポーター 今田耕司（芸人）

（ラジオ）尼神インター渚（芸人）、松本俊彦（ＮＣＮＰ)、田中紀子（公社ギャンブル依存症問題を考える会）
（テレビ）青木さやか（芸人）、松本俊彦（ＮＣＮＰ)

２０２１年度 普及啓発ラジオ、イベント、シンポジウム
イベント等への出演者：依存症理解啓発サポーター 今田耕司（芸人）、桂雀々（落語家）、高知東生（俳優）、

東ちづる（俳優）他

＜デザインされたグラフィックデザイナー 佐藤卓さんの
コメント＞

一見すると蝶に見えるこのシンボルマークは、横に繋げると
ハートが現れます。繋がることによって、ハートが次々に現れ
るマークです。依存症の方の自立を促すために、あからさまに
優しさを表現するのではなく、優しさが見えないところで支え
ているというマークです。この考え方に基づき、色もあえて暖
かい色にするのではなく、爽やかで明るい空色にしました。こ
の蝶のマークが、みんなで依存症を考える活動の象徴として、
広く社会に羽ばたいていくことを願っています。

・依存症の普及啓発に関するアウェアネスシンボルマークを２０２１年
２月に作成・公表。

・今後、依存症に対する治療・回復への応援の意思を表明する象徴と
して広く展開。

③アウェアネスシンボルマークの作成
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※依存症を理解するためのリーフレット
（参考）
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上記のリーフレットは両面４ページで構成しています。全体は、下記のURLをご参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/12200000/000620866.pdf


